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■構成

１ 地球温暖化対策の動き
～カーボンニュートラルの実現へ～

２ 矢作川・豊川ＣＮ（カーボンニュートラル）プロジェクト

３ 水道分野での主な取組内容
・・・①再生可能エネルギーの創出
・・・⓶水道施設の再編・位置エネルギーの活用
・・・③上下水道施設の連携・水道の広域化



１ 地球温暖化対策の動き（～カーボンニュートラルの実現へ～）
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■ 背景
世界的なカーボンニュートラル、脱炭素社会の潮流

■ 国の削減目標引き上げ
〇2020年10月 「2050年カーボンニュートラル実現を目指す」ことを宣言。

・・・「２０３０年度の温室効果ガスを２０１３年度から４６％削減することを目指し、
さらに５０％の高みにむけて挑戦を続けていく」 と表明（2021年4月）。

〇2021年５月 2050年カーボンニュートラルの基本理念やその実現に向けた
仕組み等を定めた、改正地球温暖化対策推進法が成立。

■ 愛知県の取組
「あいち地球温暖化防止戦略 2030」の策定時（2018年２月）から
前提条件が大きく変わったことから、この戦略を改定（2022年12月）
して、カーボンニュートラルの実現に資する施策を推進

・・・取組を加速するプロジェクトとして、
「あいちゼロエミッション加速プラン」
「中部 圏水素・アンモニア社会実装推進会議」
「あいちカーボンニュートラル戦略会議の設置」 などを推進



温室効果ガス排出量の現状 （あいちＣＮ戦略会議資料より）



〜〜〜愛知県は、全国と比較して産業部門の占める割合が多い。〜〜〜

【取組の加速が必要】 ・・・ ＣＮ実現に向けた新たな取組を追求

全国の排出量の約６％



２ 矢作川・豊川ＣＮ（カーボンニュートラル）プロジェクト
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【経緯】
■ 県の取組（地球温暖化対策）を加速化

〇2021年６月 あいちＣＮ戦略会議（※）を設置。
（※）委員７名（学識者）

・・・ 国の動きを踏まえ、本県としても「あいち地球温暖化防止戦略２０３０」を加速
するとともに、ＣＮ実現に向けて新たな取組みを具体化。

⇒ 民間等から、広く 事業・企画アイデアを募集。

〇2021年７月 第１回あいちＣＮ戦略会議にて、
⇒ 県に提案のあったアイデアの中から、「（仮称）中部流域プロジェクト」

を事業化すべきプロジェクトとして選定。
・・・ 具体的なプロジェクトの第１弾

⇒ 県は、これを「矢作川ＣＮ（カーボンニュートラル）プロジェクト」
として取り組みを推進することに・・・

提案企業・団体名 一般社団法人 環境未来フォーラム
県の評価 流域を一体として、水に関わるあらゆる分野の連携を図っていくスケール感のある

ポテンシャルの高い提案であり、全国発のモデルケースとなることが期待できる など



中部流域プロジェクト（仮称）の企画提案 （概略）
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企画書の構成

１ プロジェクトの目的
２ 流域プロジェクト：検討の方向性
３ 流域プロジェクト研究会のイメージ（案）
４ 愛知県の河川流域について
５ モデル流域の選定（案）
６ 水防災意識社会構築ビジョンに基づく取組み
７ 愛知県内の流域治水プロジェクト
８ 愛知県の水道事業・工業用水事業
９ 安定的な水の供給に向けて

一般社団法人 環境未来フォーラムから提案のあった
「中部流域プロジェクト（案）」は、愛知県のHPから閲覧可能
https://www.pref.aichi.jp/uploaded/life/461312_2106017_misc.pdf

※中部流域プロジェクト（案）の一部を抜粋
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愛知県内における流域ごとの浄水場の配置

矢作川流域
（西三河地域）豊川流域

（東三河地域）

矢作川

豊川

浄水場
水道 １１か所
工水 ７か所



矢作川ＣＮ（カーボンニュートラル）プロジェクトに着手
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〇2021年９月 矢作川ＣＮプロジェクトに着手。（知事による会見）

（※）矢作川流域（西三河地域）を対象

【 取組概要（検討分野）】

１ 治水対策 ２ 既存ダムの活用
３ 森林保全 ４ 農業施設の活用
５ 水道及び工業用水道施設
６ 下水施設
７ 分野横断的な対策

■矢作川流域（※）をモデルケースとし、“水循環”をキーワードに、再生可
能エネルギー等の導入による国土強靭化をはじめ、森林保全・治水・
水道からエネルギーまでを含め、官民連携で総合的かつ分野横断的にカー
ボンニュートラルの実現を目指す。

【県庁の関係部局】
防災安全局、環境局、保健医療局、経済産業局、
農業水産局、農林基盤局、建設局、企業庁



矢作川・豊川ＣＮ（カーボンニュートラル）プロジェクトの推進
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〇2021年10月 関係分野の有識者５名をアドバイザー（次頁）として参画

してもらい、県関係部局で情報共有しながら概略検討を開始。

〇2022年３月 プロジェクトの全体像（２８の対策項目等）を

とりまとめ公表。個別の取組を推進。

〇2022年８月 矢作川ＣＮ推進協議会（次頁）を設立して検討を推進。

具体的な施策の推進を図るため４つの分科会を設置。

推進協議会では、知事が司会進行し、
各種取組の進捗確認等を実施。
３回開催
2022年8月、2023年3月、2023年9月

〇2023年９月 プロジェクトの対象地域を横展開し、東三河地域を加え、

「矢作川・豊川ＣＮプロジェクト」として三河全域での展開を開始。



矢作川・豊川ＣＮプロジェクトの推進体制
矢作川・豊川ＣＮ推進協議会（構成員）

・愛知県知事 ・（独）水資源機構 中部支社長（※）
・豊橋市長（※） ・愛知県商工会議所連合会 会長
・豊田市長 ・中部経済連合会 会長
・農林水産省 東海農政局長 ・東京大学名誉教授 池内幸司
・経済産業省 中部経済産業局長 ・一橋大学名誉教授 山内弘隆
・国土交通省 中部地方整備局長
・環境省 中部地方環境事務所長（※）2023年9月から豊川流域にも拡大したことによる追加

再生可能エネルギー
分科会

省エネルギー
分科会

Ｃ０²吸収量の
維持・拡大分科会

連携

連携

連携

４つの分科会

アドバイザー

東京大学名誉教授 池内幸司＊
（一社）環境未来フォーラム理事

坂本弘道
東京大学大学院准教授 田中謙司
東京農工大学学長 千葉一裕
一橋大学名誉教授 山内弘隆＊

＊推進協議会の構成員を兼ねる。

新
技
術
・
新
シ
ス
テ
ム

分
科
会
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プロジェクトの全体像 （２８の対策項目）

大項目 中項目 小項目

1.　ダムの高度利用　　　　　　 　

2.　農業水利施設

3.　河道内落差

4.　発電施設のないダム　　　　 　

5.　ダムの河川維持流量　　　 　　

6.　農業水利施設

7.　水道施設

8.　遊水地　　　　　　　　 　　　

9.　ため池等　　　　　　　　　 　

10.　浄水場・下水処理場　　　　　
バイオマス発電の推進 11.　未利用間伐材など
その他 12.　下水汚泥の焼却熱による発電

13.　水道施設の再編　　　　　　　

14.　下水道施設の統廃合　　　　　
機器更新 15.　老朽化設備の機器更新

16.　堆積土砂のスルーシング排出

　 　運搬エネルギーの省力化

17.　水道水の効率的利用

18.　情報のスマート化による

　 　移動エネルギーの省力化

19.　下水処理の運転水準見直し  

20.　森林保全の促進　　　　　

21.　グリーンインフラの保全

22.　循環型林業・木材利用

　　 （長期固定）　　 　　　　　

23.　地域グリッド

　　 電力マネジメント

24.　水循環マネジメントによる

　　 水利用の最適化 　　　　　　

25.　上下水道施設の連携による

　　 省エネ化 　　　　　　　　　

26.　排出されるＣＯ₂の分離回収（新技術）

27.　建設業におけるＣＯ₂排出量削減　

28.　動物、ヒト、環境、スマート

　 　共生統合ＤＸプラットフォーム（仮称）

分野を横断した
流域マネジメントの実施

ＣＮに関する
総合的な取組の検討

新技術・
新システム
分科会

緑地保全

木材利用による固定

ＣＯ₂吸収量の
維持・拡大

ＣＯ₂吸収量の
維持・拡大
分科会

施策

施設再編

その他

エネルギーの
省力化

省エネルギー
分科会

分科会

水力発電力の増強

小水力発電施設の設置

太陽光発電施設の設置

再生可能
エネルギーの創出

再生可能
エネルギー
分科会

：優先して取り組む施策

企業庁が水道分野の取組して
推進している項目

①再生可能エネルギー関係
・小水力発電施設 （P13）
・太陽光発電施設 （P14）

②省エネルギー関係
・水道施設の再編 （P15.16）
・老朽化設備の機器更新

③分野を横断したマネジメント
・上下水道施設の連携（P17）



【優先的な検討項目】

・・・再生可能エネルギーの創出
〇小水力発電施設
〇太陽光発電施設 積極的な導入に向けた検討

・・・水道施設の再編・位置エネルギーの活用
〇浄水場の再整備にあわせた取水の上流化
〇官民連携（PPP/PFI）による省エネ創エネ化

関係者との調整、民間提案の新技術の積極導入を検討

・・・上下水道施設の連携・水道の広域化
〇水道広域化等の検討体制の準備

県、関係市町との間での具体的な取組に挑戦
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３ 矢作川・豊川ＣＮプロジェクト
水道分野での主な取組み内容



３ 水道分野での主な取組内容
（①再生可能エネルギーの創出）
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○水道施設における、調整池等の落差や導水圧の残圧を利用した小水力発電施設を
設置することによる発電を検討。

• 水位差によるエネルギー創出が期待できる箇所及びその導入可能性を検討中
• 浄水場の再整備など、施設更新が行われる際の効率的な整備手法を模索
• 導入可能な箇所ごとの課題整理と採算性などを考慮し、対応可能な場合は順次推進

検討対象・対応状況

【厚生労働省 J-STEP共同研究資料より】

水道施設を利用した小水力発電施設の概略図

【豊田市高岡配水場 豊田市資料より】

豊田市高岡配水場での設置事例

発電施設

施策項目No７
小水力発電施設■小水力発電施設の設置（水道施設）



■太陽光発電施設の設置 ・ 浄水場、下水処理場）
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○浄水場の浄水池及び工業用水浄水場の配水池の上部や下水処理場の用地など、浄
水場や下水処理施設用地を利用した太陽光発電施設を設置し発電を行う。

• 既設の各浄水場において、設置規模等を順次検討していく。
• 周辺住民に対する生活環境（反射光、景観等）に与える影響を考慮する。
• 既存施設への影響を考慮した設置位置や構造など検討する。
• その他の課題整理と採算性など事業化に向けた詳細検討を加え、順次設置していく。

検討対象・対応状況

浄水池などの覆蓋されたスペース
⇒ 太陽光発電施設の設置可能性

浄水場を利用した太陽光発電設置イメージ

沈殿池等

矢作川流域関連の３浄水場で、
最大出力 計 約1,300kwh
程度を設置できるかどうか検
討中。

施策項目No１０
太陽光発電施設

「再生可能エネルギーの創出」 の続き



〇 上流側の豊田浄水場の規模を増強し、下流側の浄水場（幸田・安城）の処理水量の一部
を削減することにより、位置エネルギーを活用した運用（自然流下）の拡大を想定。

〇 河川からの取水量の増減が伴う場合、水利に関する関係者（河川管理者等）との協議、
調整を進め、利水関係者の理解を得ていく必要がある。

〇 豊田浄水場については、再整備の時期にあわせ、施設配置や施工方法等の検討を進める。

施策項目No１３
水道施設の再編

３ 水道分野での主な取組内容
（⓶水道施設の再編・位置エネルギーの活用）

■ 低い位置にある浄水場からの圧送による配水から、比較的高い位置にある浄水場からの自然流下による配
水に変更することなどによる水移送エネルギーの省力化を図るための施設再編

施設再編施設再編

水道施設の再編イメージ

配水区域

圧送

圧送

配水区域

自然流下へ変更

自然流下へ変更

規模増強を想定
（自然流下による運用拡大）

矢作

百月

越戸

明治

矢
作
川

豊田浄水場

安城浄水場

幸田浄水場

一部

一部
231,000㎥/日(水道)

LWL=83.7m

300,000㎥/日(工水)
LWL=8.95m

89,000㎥/日(水道)
LWL=6.55m

2023年度 2024年度以降

 関係者（河川管理者等）
 と調整・協議

豊田浄水場の規模増強

スケジュール（想定）



○ 老朽化した豊橋浄水場の再整備に当たり、ＰＦＩの導入により官民連携を推進し、
カーボンニュートラルに最大限配慮した次世代型の浄水場構築を目指す。

〇 施設の更新に合わせ、太陽光発電設備等の導入による再生可能エネルギーの活用や位
置エネルギーの有効活用によるエネルギーの省力化等に取り組む。

【官民連携による取組（ＰＰＰ/ＰＦＩ）】

「水道施設の再編」の続き

次世代型の浄水場構築による省エネルギーの推進（豊橋浄水場）

豊橋浄水場

＜事業のコンセプト：次世代型浄水場＞
①施設の老朽化・耐震性の不足への対応、新たな施設への改築

②浄水場施設におけるカーボンニュートラルの実現

③隣接する豊橋市（小鷹野浄水場）との連携の推進

スケジュール（想定）

小鷹野浄水場

2022年度 2023年度 2024年度以降

導入可能性調査

公募準備
公募手続き ○

計画概要の公表

〈位置エネルギーの有効活用イメージ図〉

計画高水位が高い取水地点の取水を活用することで、

場内での位置エネルギーの有効活用を検討していく。

豊橋浄水場 着水井

Ａ取水地点
（高い位置）

P
Ｂ取水地点
（低い位置）

活用可能な水位差

施策項目No１３ １５
水道施設の再編
老朽化施設の更新

「ウォーターＰＰＰ」の
推進とも連動
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東尾張ブロック
：１３事業

名古屋市
１事業

西尾張ブロック
：１５事業

西三河ブロック
：９事業

東三河ブロック
：８事業
うち簡水３事業

愛知県内の水道
県営 ：水道用水供給事業（１事業）
市町村等：水道事業 （４６事業・簡水含む）

【将来の理想像】
県民が等しく均衡のとれた負担で、
同質のサービスが受けられる状態

【当面の取組方針】
（短期）広域化検討体制構築に向けた機運

の醸成を図る。
⇒ 広域化検討体制を構築する。

（中期）準備（協議）が整った水道事業者
から順次、経営の一体化等を進める。

水道分野での主な取組内容
（③上下水道施設の連携）

愛知県水道広域化推進プラン
≪２０２３年５月策定・県保健医療局≫

■水道広域化の取り組み
愛知県水道広域化推進プランが策定され、
県や市町は今後取り組むべき内容が明確に示された。

施策項目No２５
上下水道施設の連携
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【水道下水道に関わる動き】

・ 国の所管は、水道の移管により国土交通省に一元化される。
・ 愛知県では、水道、下水道ともに同じ時期（タイミング）に広域化等の方針が改められた。
・ 水道の広域化は、カーボンニュートラルの実現に向けて有効な方策の一つ。

【県としての取組の方向性】
⇒ 県の水道と下水道を所掌する部署間の連携

市町村の上下水道部局とも連携
検討体制の構築に向けた調整を図っていく。

【県の水道・下水道の広域化に向けた方針・計画】

（※）愛知県内の全５４市町村のうち、水道事業は、愛知中部水道企業団など一部事務組合が複数の市町村をカバーしているため市町村数と一致しない。
公共下水道は、県内の４町村（南知多町、美浜町、飛島村、豊根村）では農業集落排水や個別処理等により、整備が進められている。

方針・計画 策定・改定年月 対象（※）

水道 愛知県水道広域化推進プラン 2023年3月 県営（水道用水供給） １
水道事業 ４６事業

下水道 全県域汚水適正処理構想
（汚水処理の広域化共同化計画）

2023年3月 県営（流域下水道） １１
公共下水道 ５０市町

「上下水道施設の連携」の続き

水道広域化及び上下水道の連携に向けた検討体制の構築



脱炭素施策に関する国への期待（水道事業者の観点から）
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主な課題（例） 対応 カーボンニュートラルの対策例
①施設の老朽化 大規模な施設更新

(再構築・統廃合)
 取水位置の上流化（位置エネルギー活用）
 施設の省エネ化（レベルアップ）
 新技術（省エネ再エネ）の積極活用

②気候変動リスク 危機管理対策
(レジリエンス強化)
(危機時の用水確保)
(渇水時の安定供給)

 既存ダムの柔軟な利活用
 関係者との連携による高度な水利用の推進
 施設更新にあわせたバックアップ対策
（原水融通、代替水源の確保）

【制度的対応】
 水利使用手続きの簡素化 （柔軟な取り扱い）
 水源施設の有効活用の考え方（国による標準化、リダンダンシー）
 水利用にかかる河川管理者との協議・調整の円滑化

【財政的支援】
 水道事業の強靭化、基盤強化にとどまらず、ＣＮの実現に向けた水道事業の具
体策（上記のような対策例）への強力な財政支援の検討を・・・

国への期待
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第２２回 国土審議会水資源開発分科会調査企画部会
（2023年9月14日）資料より転載Memo【取組の推進に向けて】

①水利用にかかる調整機能の強化（河川管理者等との円滑化な調整のための枠組み構築等）

②水源施設の有効活用による水供給リスク対応（冗長性確保等の対策への標準化）



おわりに、

愛知県は、日本一のモノづくり県として、全
庁的にカーボンニュートラルの実現に向けて
取り組んでおり、全国のトップランナーとし
て先進的な施策の展開を図っています。

水道分野においても、新しい試みに、果敢に
挑戦していきたいと考えています。

ご清聴ありがとうございました。
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